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スクールワイド PBISの研究に関する現状と課題

ネ1I1山努

本研究は、米国において2010年から 2016年までに公表された SWPBISの効果に関

する研究と、 SWPBlSの実施・維持の要因調査に関する研究を術i敗し、我がlJIIにおい

てSWPBISの導入を検討する際の研究上、実践上の課題について提案することを 13

i'I~とした。 SWPBIS の効果{りf究は 20本が該当し、高等学校など特定の学校における

SWPBISの実施方法を検討した研究や、対象学校数の多い大規模な効果研究が報告さ

れていること、独立変数や従属変数の評価に特定の指標が用いられていることなどが

示された。 SWPBISの実施・維持に関する研究は8本が該当し、質問j紙調査やl}rJき取

り誠査により、校内チームの機能や管理職の支援など、詳細に検討した研究が報告さ

れていた。我が医jでSWPBISの研究を進める上での課題として、我がi主!の学校種別で

のSWPBIS実施の促進手続きの検討、独立変数や従属変数の指標の!?出会、 SWPBISの

実胞を促す環境の整備について考察した。
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しはじめに

平成26年度に我が医!の小・ rl"J・高等学校に

おいて発生した暴力行為の認知件数は、児童生

徒1000人当たりで4.0件とされている(文部科

学省， 2015)。また、小笠原・湯川・加藤・末永-

)ji~ EEl・ Jiト嵐 (2015)は特別支援学校の教員に

対する調査から、回答者が担当している児童生

徒の71.6%がパニックや他害など何らかの行動

問題を示すことを明らかにした。これらのこと

から、我がmlの小・ 1=1:1・高等学校や特別支援学
校において、行動問題の発生は少なくなく、行

動問題を示す児童生徒に対する指導や支援の検

討が急務といえる。

行動I?ij題に対して、ポジテイブな行動支援

(positive behavioral intervention and support; J--j， 

f， PBIS
1J
) に基づく指導・支援の有効性が示

n~1 ¥工特別支J愛教育総合1iJI究所

されている。 PBISとは、支援対象者の生活の

震を向上させ、行動問題を最小化することを

目的に、他人の適切行動を増やす非嫌悪的な

教育的方法と、個人の生活環境を再構築する

システム変化を}有いる科学とされている (Carrラ

Dunlap， Horner， KoegelラTurnbullラ Sailor，Anderson， 

AJbinラ Koegel，& Foxぅ2002)0 PBlSは米自におい

て1997年に、障害のある個人教育法(Individuals

with Disabilities Education Act ; J--j， --f、IDEA)の

中で、障害のある子どもの行動問題に対ーする、

科学的研究に基づく効果的アプローチとして

示された。さらに200411:'には IDEAにおいて、

PBISの方法論的特徴の一つである機能的行動

アセスメント(白nctionalbehavioral assessment; 

Miltenberger， 2001)を、行動問題に対して実施

することが推奨された。

行動問題を示す児童生徒の個別支援に限ら

ず、学校に在籍するすべての児童生徒に対す

る行動出の指導・支援に PBISを適用した、ス

に
d



や11'-'1 努

クールワイドPBIS(school-wide positive behavior 

interventions and supports ，以下、 SWPBIS)が尖

li~長されるようにな っ てきている (Sugai &トlorner，

2006)0 SWPBISは行動i!-!日涯を未然IjjjJIこすること、

適切な社会的行動を指導すること、適切な行動

を認める こと、 Jl己主生徒のニーズと行動;支援の

常)支を対応させた多間支援システム(I11ulti-tiered

s)ぼlemof supports)をnJいること、デー タに基つご
き!問題解決すること、エビデンスに基づく尖h'支

を支えるシステムに力を注ぐことを主な4守徴と

している (Crone& Horner， 2003; George， Kincaid， 

& Pollard-Sage， 2009) 。 この 1 :1=1 で特に rl::]~安とされ

ている多層支援システムとは、 II{H陪 lとしてす

べての児童生徒に対するユニバーサルな行動支

援、|街路 2としてIjf;yJ認lの支援で、は効果が示さ

れず行動I/lJ題を示すJ!と章生徒10~ 15%に対す

る小集団による行動支援、 ll{~ÿ層 3 として|府間 1 、

2の支援で、は十分に効果が示されず重篤な行動

IInJJlli を示す児2往生徒 5~7%に対ーする 1h~1 ~]リ1'1りか

っ集1:111ねな行動支援を提供するとしている。こ

のような学校規模の介入を推進するために、校

内に行動支援チームを編成することとされてい

る。

アメリカ合衆国教育省の特殊教育プログラム

)可(OAiceof Special Education Programs)には、米

国!大jの学4交においてPBISカ'Wi-Jえされることを

支援するために、 PBISテクニカルアシス タン ト

センター (TechnicalAssistance Center on Positive 

Behavioral Interventions and Supports)カ，199811=-に

設世されている。このセンターではウェブペー

ジを介して、 PBISの災施に必wな各郁子長:式や校
内{i)f11きの方j去など様々なリソースを、里山ITIiiも介

して情報提供している。このような状j兄の1+1、

20同年10月の段階では、米国の小・ 11~ I ・ 高等学

校・特別支援学校等の23，000校以上で、 SWPBIS

が実施されていることが、 PBISテクニカルアシ

スタン トセ ンタ ーのウェブページゴ}に;H!.告され

ている。

SWPBISの効栄仰r究は多く行われており、

そのレビュー{りr究も行われている。 Sololllon，
Klein， Hintze， Cresse)ヘandPeller (2012)は]996

年から 2007年までに公表された、 SWPBISの

単一事例研究20本についてメ タ分析を行った。

その結来、 SWPBISの-定の効果が雌認され、

場IYU])IJ では術造化されていない I~I iJl場jYijで、効

果がi??jかったこと、学校の地j或では者15Ili古1)(人

口10、000人以|二の地j或)の学校において効果が

，¥fljかったことが示された。 また、 Chitiyo，May， 

and Chitiyo (2012)は1990年から2011{ドまでに

公表されたSWPBISの J尖験研究10本について、

対象や実践内容の操作n勺T[1i'{f~性のあ る定義、信
頼性と妥当性のある測度、J1'依存Iな尖!段デザイン、

[filJ作j刊のないポジテイフ、、な効果、管JW_J[Ilk:の支援

と実行終合性について、jiljたしているかどうか

を分析した。 その結果、:ø品交内谷と対象~EÎu:~t_

従を:iI1i'{j[に定義するといった結果のー・般化や、

実行桧合性がート分に高くないことなどに課題が

あると指摘された。このような中で、近年で

は対象数の多いSWPBISの効来研究 (Bl刈 shaw、

Waasdol・p，& LeaC 20] 5)や、 SWPBISのス:施と

その維持に|刻する促進攻:囚や妨害!&I玉iについ

て訓育研究 (AndreOlし Mclntosh，Ross， & Kahnラ

2015)がなされてきている。

一方、我が!J{!においてはうよ:級規模の行動支援

にIt~J する付r先はヰ!Æ 先されているが(大久{来・ I\~I'J

j情・野Et2011 ; 1芸)戸.EEI rl:l， 2010)、学校規般

の行動支援にl立lする研究は報告されておらず、

2016 {I:: 7 n IIN点でCiNiiにおいて 「スク ールワ
イドJや「学校全体jおよび「行動支援jで検
索しでも、 査読付きの学中!ii誌において該当する

論文は見られなし、。我が悶の学校における行動

|問題に対する介入研究には、機能l刊行動アセス

メントをJlJし1た仰|ヲEが一定数みられるが、その

ほとんどが行動問題を示す児童生従に対する佑1

7JIJ支援であり、また、その尖胞j劾miのほとんど

が小学校であった(1対本， 2014)。一方で、行動

問題に対する制|別支援の似究において、行動問

題の指導・支援に!lkJして、校内支援体ilJlJを桃

築する必!民性が指摘されており(昨!日・ Jf射す，

2006 ;大久fi:・tii¥jk . :)1: J二， 2007)、JえがIIIに

おいても 学校鋭校の行動支援の必~性は高し、と

いえる。しか し ながら、我が I~I は米国と jid なり、
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行動IIFJj訟を示す;i己主生徒に対してPBISに基づ

く介入の実施は抗奨されておらず、まずは、我

が自においてPBISに基づく介入のエビデンス

を積み重ねる必裂性がある(平洋， 2009)。その

ために、米国における SWPBIS研究から得られ

ている知見を殺翌日し、そのう:11見をふまえて孜が

|主|でSWPBISの導入を検討する|僚の課題やそれ

に対ーする方策を考察することは意義があると考

えられる。

以上のことから本論文の目的は、 SWPBlSの

効栄を客観的な指械で斤HillIした側先が多く見ら

れるようになった2010年から2016年までの、

比較的近年に公表されたSWPBISに|刻する{りf究

から、特にSWPBISの効果砂f究と SWPBISの実

施・維持の促進要|去|や妨害安 1z;1 に IVi] する司liJ jl3~研

究を保!険し、そのうJI 見を整~IJ[することとした。

その!こで、我がIIIにおいてSWPBlSの2幕入を検討

する I~fì'~ のイiJr究J二、災以上の諜題について提案す

ることとした。

II. 方法

1 .分析対象

論文ーデータベースのWebof Scienceを別い

て、円schoolwide"と"schoolwide"のいずれかと、

"positive behavior"と刊positivebehavioral"のいず

れかを組み合わせて、 2016年 7月に検索した。

検索された論文から 2010年以降に公表された

SWPBISの効果研究として、 SWPBISを実施す

ることで児業生徒や教員に及ぼす効果を等級iね

な指棋で検討した研究と、 SWPBISの実施・維

持に!刻する要因を具体的な子続きで訓査した研

究を分析対象とした。

2.分析方法

SWPBISの効果1iH究については、対象とし

た学校混とその数、独立変数の指襟として

SWPBISの実行終合性の許制i指桜、効栄三;Ie{illiの

指紋についてまとめた。 SWPBISの実施-維持

の要因にi対する訓交川究については、各研究で

j浮き山された実施・維持にかかる促進安部やft}j

得安12clをまとめた。

ill. 結果

1. SWPBISの効果研究

SWPB1Sの効巣研究には20本の研究が該当し

た。 SWPB1Sの効果研究の概要をTable1に示し

た。

(1)対象:州先を対象別に見ると、小学校で、

実施した州先が11本、 1:1:1学校で実施した研究

が5本、 高等学校で実施した研究が6本、オル

タナティブ学校 lJや特別学校で実施した研究が

5 本、不明が]本あった。複数視の~:校を対象

とした1iJf究が5本あった。

対象学校数については、 1~ 10校の学校を介

入対ー象とした研究が8本、 11~ 100校の学校

を介入対象とした州究が8本、 10]~ 1000校

の学校を対象とした研究が3本、 1000校以j二

の学校を対象とした研究が 1本あった。 100校

以上を対象とした研究では、ナト!のPBISプロジェ

クトに協力した学校 (Chilcls，Kincaid， George， & 

Gage， 2016)、PBISテクニカルアシスタントセ

ンターや州にプロフイールやデータが査録さ

れた学校 (Freeman，Simonsen， McCoach， Sugai， 

Lombardラ&Horner， 2016)、SWPBISの実施を主

導している州からの学校 (Pas& Bradshaw， 2012; 

Simonsen， Eber， Black， Sugai， Lewandowski， Sims、

& Myers， 2012)を対象としていた。

SWPBISは小学校における 笑施例が最も 多

く、それに対して高等学校やオルタナテイブ学

校などでは実施報告が少ないことや (Flannery，

Fenning， Kato， & Mclntosh， 2014; Simonsen， 

Britton， & Young， 2010)、実施校のSWPBIS実行

捻合性があまり高くないことが報告されている

(Schelling & Harris， 2016)。このような背景のヰi

で、高等学校やオルタナティブ学校の効果研究

や、 SWPBISの実施促進手続きの検討がなされ

ている。

高等学校に|刻して、 Flannery，Frank、Doren，

Kato， Doren、andFenning (20l3)は高等学校 81交

において 3年IIUのSWPBIS実施パターンを調査

した。そのあ!i巣、対象校においてSWPBISの実

行終合性が有意に変化するのには 2::1:: 1M]を有

したことを示した。 その背景として、小rlJ
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Table 1 SWPBIS効来研究の概要

対象学校禄(重複あり)

-小学校

・中学校

-高等学校

・オルタナテイブ学校や特別学校

.不19'J

11本

5本

6本

5本

1本

対象学校数

. 1 ~ 10校

. 11 ~ 100校

. 101 ~ 1000校

. 1000校tJ、仁

8::4三

8本

3本

I本

独立変数の指標 Cill:複あり)
. SETを使nJ
. BoQを使用

. IPIを使月3

. TICを使m

. EBSを使用

. il!IJ定}!!r;し

11本

6本

1本

1本

l本

5;J三

従属変数の指傑(重複あり)

. ODRを使m

.停学を使用

.学業成績

-出席率や無断欠席者数

-危機介入を要した行動問題の発生件数

・教員の効力感やバーンアウト

-行動の[剖妾観察

-学校の安全性に関する満足度調査

.いじめ

・健康児調査

校と比較しての高等学校の在籍生徒数の多さ、

教員の人数に比例して部署が多く、校内の教

育方法の決定権が各部若や学年にあることが、

SWPBISの高い実行整合性を示すまでに年数が

かかったことに影響した可能性を指摘した。こ

れを受けて、 Flanneryet al. (2014)はSWPBISを

実施した高等学校 8校と、対照rn:となる 4校の
高等学校における生徒の行動問題の発生件数の

データ 3年11，¥1分(1ii三百はベースラインのデー

タ)を比較した。その結果、 SWPBISを実施し

た高等学校では、 SWPBISを実施した年に、行

動問題の有意な減少が示された。

一方で、オルタナティブ学校などでの効

果研究については、オルタナテイブ学校

(Farkas， Simonsenラ Migdole，Donovan， Clemens， 
む

9本

7本

6::4三

4::4ζ 

3本

3本

3本

1;J三

i本

1本

& Cicchese， 2012; George， Georgeラ Kern，& Fogt， 

2013; Simonsen et al.， 2010)、特別学校 (McCurdyぅ

Thomas， Truckenmi 11er， Rich， H i 11 is-Clark， & 

Lopezラ 2016)、少年司法機関(Johnson，Wang， 

Gilinsky， He， Carpenter， Nelsonラ&Scheuel・l11ann，

2013)において、事例研究として各学校内で

SWPBISをどのように行ったのかが記述されて

いた。例えば、 McCurdyet al. (2016)は行動情

緒障害のある児童生徒を対象とした特別学校

(self-contained school) 1 校において、学校心理

士のコンサルテーションのもとにSWPBISを実

施した。その結果、行動問題の発生件数が減少

し、 3~F.11Nj の維持が示された。

(2)実行整合性の評価:SWPBISの効果研究

の多くでは、独立変数の指標として、 f夫;fJ:整
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合性 CimplementationJidelity)が尺度によりr，W1illi
されていた。具体的には、スクールワイド寄F

1illiツール CSchool-Wide Evaluation Tool ; Horner， 

Todd， Lewis-Palmer， Jrvin， Sugai， & Boland， 

2004 ;以下、 SET)が11本、 SWPBISの質の基

準 CBenchmarksof Qual ity ; Cohen， Kincaid， & 

Childs， 2007 ;以下、 BoQ) が6本、 SWPBJSの

実行段階調査 CJmplementationPhases Jnventory; 

Bradshawラ Debnam，1くoth，& Leaf~ 2009 ;以下、

IPI)が 1本、チーム実行チェックリスト (Team

Implementation Checklist; Sugaiラ Horner& Lewis-

Palmer， 2002 ;以下、 TIC)が 1本、効果的な行

動支援調査 (E汀ectiveBehavior Support System ; 

Sugai， Lewis-Palmer， Todd， & Hornerラ2000; .l-j、1ご、

EBS)が I本の研究において用いられており、

実行整合性がil!lJ'j主されていない研究が5本あっ

た。

SETは最も多くの研究でmいられており、こ
れは第3者がSWPBISの実行整合性を評価liす

るための尺度であり、その信頼性と妥当性が

許制されている (Vincent，Spaulding， & Tobin， 

2009)。矧待される行動の定義、期待される行

動に対する指導、期待される行動にご褒美を与

える継続的なシステム、暴力への対応のシステ

ム、 ~;Hlli と意思決定、マネジメント、学区レベ

ルの支援、の 7のサブスケールから構成され

ており、それぞれの項目を 3件式でfFF倒する。

80%以上のスコアを示した場合に、 SWPBISの

実行義合性が高いと評価される。

次いでsoQが多く別いられており、これは

SWPBISの実行盤合性を自己許制liするための尺

度であり、その信頼性と妥当性が許1illiされてい

る (Cohenet al.， 2007) 0 SWPBISチーム、全教

j隊員のコミットメント、校見IjCdiscpline)に対処

するための効果的な手続き、データ入力と分析

の手続き、期待とルール、ご褒美や認めること

のプログラム、!別待される行動やルールを指導

するための計四!Ii、実施計画、教室のシステム、

詩F1illi、の 10のサブスケールから構成されてお

り、それぞれの項目を 3件式で雨寸断する。 70%

以上のスコアを示した場合に、 SWPBISの実行

整合性が高いとr:He官fliされる。

IPlはあるプログラムの実施段階の変化に関

する迎論モデルに基づいて作成されており、第

3者がSWPBISの実行整合性を許制liするための

尺度であり、その信頼性と妥当性が許制liされて

いる CBradshawet al.， 2009) 0 PBISチームの設

置などを行う準1ill!段階、校則違反のデータを収

集するストラテジーの略立などを行う開始段

階、校則違反のデータをまとめて報告するなど

を行う実施段階、 PBISを継続するための教材

の開発などを行う維持段階、の 4段階に1'1);jする

44の項目について 3件式で評価する。 80%以上

のスコアを示した場合に、 SWPBlSの階層 1の

実行整合性が高いと評価される D

TICはチームによる SWPBISの実行整合性

を白己評官lIiするための尺度であり、その信頼

性と妥当性が評価されている CTobin，Vincentラ

Horner， Dickey， & May， 2012) 0 PBlSチームによ

る定例会談の実施、プログラムの計画における

校則違反のデータの活用など、 SWPBlSの特に

初期段階の実行整合性に関する26の項目につ

いて、 3件式で評価する。

EBSはSWPBISの実行整合性を自己評和りする

ための尺度である。スクールワイドな校則のシ

ステム、教室タトの行動マネジメントシステム、

教室内の行動マネジメントシステム、慢性的な

行動!日H涯を示す個々の児童生徒に対するシステ

ムに関する 44 項目について、 31~1ニ式で iHë 1ílli す

る尺度である。

(3)効果評価の指標:効果許1illiの指標につい

ては、オフィステぜイシフ。リンリフェラル Coffice

discipline referrals ;以下、 ODR)が9本、 ヨミし E

で停学が 7 本、学業成績が 6 本、 I:Hm~ 率や?!!日新

欠席者数が4本、危機介入を要した行動問題の

発生刊二数が3木、教師の効力感やパーンアウト

など教師に|期するものを用いたのが3本、行動

の直按観察が3本、児童生徒に対する学校の安

全性に関する満足度調査、いじめによるものが

それぞれ 1本、健康児調査をmいたものが l本
あった。

ODRは学校において児童生徒が行動問題を
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示していることを教職員が I~l ~壊した i祭に、所

定の様式で管理職に報告するシステムである

CSugaiラ Spragueぅ Horner，& Walker， 2000) 0 ODR 

は米国の多くの学校において使用されているた

め、学校における行動問題の効果測定の指標に

HJいやすいとされている。また、 OORと行部j

許制liの尺度との1Ji:存的妥当性もWHilliされている

(Mclntosh， Cambell， Carter， & Zumbo今2009)。

OORで照会される行動問題の定義は州ご

とに呉なるが、スクールワイド情報システ

ム (SchoolWide Information System ; May， Ardラ

Todd， Horner， Glasgow， Sugai & Sprague， 2005;以

下、 SWIS)では、これを導入している学校が

ウェブ仁で、校内の児童生徒の行動問題を分析す

るために、OORの定義を示している。そのため、

swrsを使用している学校11りではODRの結果

を比i!安することができる。例えばFreemanet al 

(2016)は、 37州にわたる高等学校883+交におけ

るSWPBISの効果評価をするために、 SWISか

らのOORのデータを指標にHJしEている。

学業成績に関して効果測定している研究で

は、ナHの標準学力テストなどをf史HJしてい

た (Bradsha¥¥べMitchell， & Leaf， 2010; Freeman 

et al.. 2016: Mclntosh. Bennet. & Price. 2011: Pas 

& Bradshawラ 2012;Simonsen et al.う 2012;Ward & 

Gersten， 2013) 0 SWPBISにより児童生徒の社会

的行動が改善され、それにより児童生徒の学習

従事時間がI目えることで学業成績が改善される

と考えられている。しかしながら、これまでの

似:究からはSWPBISの実行整合性と児童生徒の

学業成績の関係はト分に示されておらず、さ

らなる研究が必要とされている (Gage，Sugai， 

Lewis & Brzozowyラ2015)。

2. SWPBISの実施・維持の要因に関する調

査研究

SWPBISの実施・維持の姿i玉iに関する調査研

究は 8 本あった。その概~を Table 2に示した。

質問紙調査による研究では、学校チームに

関するスクールワイドユニバーサル行動支援の

*it i~llîJ IJ'Etl: i 旨 1%~ (School-wide Universal Behavior 

Support Sustainability Index: School Teams;以下、
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SUBSIST; Mclntosh， Doolittle， Vincent今 Horner，& 

Ervinぅ2009)をf吏rFJしている研究が4本 (McIntoshラ

KimラMercer，Strickland-Cohenラ&Horner， 2015; 

I、v1clntosh.Mercer. Hume. FrankラTllrri.& Mathews 

2013; Mclntosh， Predy， Upl引 i，Humeち Turriラ&

Mathews， 2014; Pinkelman， Mclntosh， Rasplica， Bergラ

& Strickland-Cohen. 2015)、SETなどSWPBISの実

行整合性の尺度をJIい、た研究が2本 (Mathews，

Mclntosh、Frank， & Maぅヘ 2014; Mclntosh， Mercer， 

Nese， Strickland-Cohenラ&Hoselton、2015)あった。

また、 111'Jき取り調査による研究が2本あった

(Andreoll et al.， 2015; Mclntosh， Kelm， & Oelabra， 

2016)。

SUBSlSTはSWPBISの実施と維持可能性の

予測因子となる学校文脈や尖践の変数を、

校が I~I 己副司Ilî する質問紙であり、 il!lJ 定不変性

や構成概念妥当性が詐{illiされている (Hume

& Mclntosh. 2013: Mercer. Mclntosh. Strickland-

Cohenラ&Horner， 2014)。ま fニ、 SUBSISTの項

目から、学校における実施と維持可能性の妨

害要閃アセスメント (Assessmentof Barriers to 

lmplementation and Sustainability in Schools; ABISS) 

もIj日発されている (Turri弓 Mercer，Mclntosh， Nese， 

Strickland-Cohen， & Hoselton， 2016) 0 

Mclntosh et al. (2013)はSWPBISの実施学校

217校の教員における SUBSISTの回答結果か

ら、学校レベルでの維持 riT能性の安IEIとし

て、「学校の優先JIIn位 (schoolpriority;教職員

がSWPBISの実施・維持に積極的に取組むこ

と)J、「チームによるデータの活rFJ(team use 
of date) Jを、学区レベルの要因として、「学[R

の優先順位 (districtpriority;学医のスタッフが

SWPBIS の実施・科H寺にも't~í9X(!'0 に llx粧i むこと)J、

「能力の向 i二(capacitybuilding;学校がPBISの

コーチと述絡を取るなどして、教員の.:(JjljIlJ性を

向J二させていること )Jを指抗した。方で、

Pinkelman et al. (2015)はS¥VPBISの実施年数が

0~4年の学校からの教員が76% を占める 860

名の SUBSlST の 1~lltl 回答項目の結果から、促

進 ~IÈI で最も共通して生み出されたのは、「教

員のi可J&f:(stajf buy-in) J 、「学校管理職の支援j、



研究

人ndreoL1 

et al. (2015) 

Mathews et al 

(20]4) 

Mclntosh 

et al 

(20]3) 

Mclntosh 

et al 

(2014) 

Mclntosh 

et al. 

(20]5a) 

Mclntosh 

et 31. 

(2015b) 

Mclntosh 

et al 

(20]6) 

Pinkelm3n 

et al 
(20]5) 

スクールワイドドBJSの側先に|均するJJ;J_状と訓Jlli

Table 2 SWPßIS 実施・維持の~I週間貸付|先の概要

方法ーと結果の概*

. -'FJ句9年のSWPsIS実施経験がある教育者17名に対する半構造化市技ーから、 SWPsISの

I({~T )爵1の維持可能性に関わる裂It(1の調査。
-SWPsIS 維持l可能性に関わる事象に、「述統(19な指導」など12カテゴリーが示された

・3{I三 11 1]の PßIS 実行 1i，1: 合性が卒Ilf~二された学校 261 校の SAS 、 ßoQ 、 ODR から、 SW PßIS

の:3{I:: 11¥jの維持の予iJliJ閃子に!刻する調査。
-SASがSWPsIS科I:持の予iJllJ11~1 子となりうることが示された。

. IIZ. J句5.4年のSWPsIS実施絞!股がある学校217i交に対する SUsSISTから、 SWPsISの維

持裂l去!の訓査
- 学校の安 I:J;I として「学校の優先)IIH位J などが、 ::y.: 1玄 の ~I:J;I として、「132区の優先}11t[位」

などが挙げられた。

-平均5{I"-のSWPsIS実}j直結!股がある学校の教職員257Z:Iに対する SUsSISTから、 SWP-
sISの中)JJtJ J実施と維持可能性の嬰 I)~I を調査。

-「恰:flllJ肢の支緩j、「校内チームの機能Jがし、ずれにおいても肢も重要な袈囚に挙がった0

・1年以上SWPsISを実施している小・ 1:1:1・高等学校3011校のSE丁、 soQ、SASから、

SWPßIS の 5 年 111]の維持可能性の*I~I を、学校の特徴と 1 {I三 I~I の実施速度から分析。

- 学校の特徴や実施速度は 、 S WPßIS維持可能性の予iJlIJI~1 子としては小さかった

-小・ rl一1・高等学校860校へのSUsSISTから、 SWPsISの維持要因を、学校の人口統計

学 J'I~~守徹と学校チームのアクションから分析。

・データ共有の頻度が維持袋区|に挙げられた。

-小・ I:j:吋二校の 10Z:Iの管理職(当初はS¥VPsISの導入に反対していたが、現在は支持的
となっている管出者)へのデプスインタビューから、 SWPsISの実施に対ーする管月IlJ限の

支援に影響Fする ~ Itl の分析。

-支持安I:J;Iに「他者ーからのSWPsISの学習Jなど8カテゴリーが、妨害安広!に IPsISの
官学 と I~l 身の哲学の不一致j など3 カテゴ 1) ーが示された。

.860の学校(約7\~リが SWPßIS の実施年数が0-4 年)に対ーする SUßSIST の記述式の ITIJ 答

現 I ~ I の主題分析から、 SWPß IS の維持要因と妨害姿|却を調査。

-維持安保!と妨害要因のそれぞれで 「教員の同意Jなど3カテゴリーが挙がった。

1--'貫性 (consistency)Jであ り、妨害要因で最
も共通して生みILHされたのは、「教員の同意」、

111寺!日1リソース」、 「予算リソースjであったこ

とを示した。このことから、教員がSWPBISの

尖施による成功経験が少ない実施中)JJUJの段階

と、ある程度SWPBISの実施を科H守している段

階とでは、維持可能性の促進攻:凶や~)日i子W I玉i が

l}j~ な って Jji えられ る可能性が示唆された。 こ

れに関して、 Mclntoshet al. (2014) もSWPBIS

実施校の教員 257~I からの SUBSIST の I ITI 1容が;

栄を、 SWPBl陪S の初!川り別j 笑施と志科紺椛íí佐í~持 l同可-イf能j准E引，性|

て、 i彩;i形!与5久1宅轡与哲響.!~する 3弘攻裂~ I日凶2主幻J について分析したO その結果、

1 {iを型1¥J[i誌の支援 (administratorsupport) J と「校

内チームの機能 (schoolteam functioning) Jが

SWPBISの初j切実施と制H守i可能性のillljj]におい

て、最も影響が百円、安出であることが示された。

また、 SWPBISの維持可能tlニの袈|却を、内

容を絞りよ り詳細 に検討したiul:先もあ るo

Mclntosh et al. (2015a)はSWPBISの維持可能性

の安|習を、校内チームのアクションから分析し

た結果、「全教員でのデータ共有の頻度jが特

に維持可能性との有意な関係が示された。 ま

た、 l、vlclntosher al. (2015b)はSWPBISを111:' 

以上実施した学校301校のSETやTICのデータ

などから、 t刺紺維i日住í~ 持可 f能j定E引，性|

4判判特二守守守jI?-::徴と SWPBI陪S尖施;述速j皮支に着目して分析した

が、いずれの影響も小さかったことが示された。

Mclnrosh et al. (2016)は管出j肢のSWPBIS実施

に対する支援に影響する安問を、小1:1:1学校の管

理職10名に対する 11りき llY.り闘交から分析 した

F
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結果、 8つの促進要因と 3つの妨害安閣がIV:jら る。学校種別の校内組織の規模や特徴を踏まえ

かになった。 て、 SWPBISの実施手続きを検討する必裂があ

w.考察
本研究では2010年から2却01凶6主4年F:.三に公表された

S引WνPBI山Sの効果長F討;干刊i

説紺維u持守守1 安安~ 1囚去忍iの調主奈fにi怯立謁jけすす一る{仰州研甘出訂1:究について概観し

たO その結果、効果研究からは大規模研究にお

いてSWPBISの効果が示されていること、高

学校など対ー象の学校磁を広げていること、独立

変数や従属変数の指標がI~p.j発されていることな

どが示された。また、 SWPBISの実施・維持の

要因に関する調査研究からは、量的調査や質的

調査により、実施段階加の安図や、学校チー

ム、管現職の要因など詳細に分析されていた。

これらを踏まえて以下では、我が匡iにおいて

SWPBISの導入を検討するための研究上、実践

上の課題について考察する。

1 .学校種別でのSWPBISの実施手続きの検

討

米mlにおいて、 SWPBISの効果研究は、これ

までにSWPBISの実践報告が少なかった、

学校やオルタナテイブ学校などにおいて、近年

行われていた。高等学校では、在籍生徒や教員

数が多くそれに比例して校内組織も複雑である

ことなどを踏まえて、 SWPBISの高い実行撃合

性を示すまでに年数をかけた研究などがあっ

た。また、特別学校では、外部専門家である

校心理士のコンサルテーションの!とでSWPBIS

を実施した研究などがあった。

これらに対して、我が医jにおいても SWPBIS

の実施手続きを、学校種別に検討する必要があ

ると考えられる。例えば、中学校や高等学校は

教科担任f!J1Jとなり、校内組織が複雑イとすること

などは、米i主!と類似している。また、特別支援

学校の多くでは小・仁I:r・高等部を有しており、

大きな校内組織となっている。特に特別支援学

校(知的障害)では高等部を1:I:r心に在籍児童生

徒が増加していること(文部科学省初等中等教

育局特別支援教育課， 2016)に伴い、校内の教

職員数が非常に多く、学校組織も複雑化してい

る。

またがI挺として、米i主!と我がj去の学校組織

の11jIJJ支仁の述いを踏まえて、我がi去における

SWPBJSの実施手続きを検討する必要がある。

米国では SWPBJS を実施する 1;1i.~に、行動支援

チームを組織して、行動支援チームの先導の基

にSWPBISを実施していく方法とその関述資料

カ人 PBISテクニカルアシスタントセンターの

ウェブページに掲載されている。一方で我が

I~I においては前述のように、行動問題に対して

SWPBIS を実施することがf1ìIJ)支(i!~に位置イ寸いて

いなし 1。しかしながら、我が間の学校運営の細

部は、通達や通知、行政指導に基づき行われて

おり、その運用にあるおu支の!とIE1:!度があり(平
洋， 2009)、そのような中でSWPBJSをどのよう

に実施するのかを検討することはできると捉え

られる。

例えば、 SWPBISの行動支援チームに関し

て、我がI~I の各学校においては、 f許可Illl[iltや特別

支援教育コーデイネーターのリーダーシップの

もと、校内委員会を組織・運営し、特別なニー

ズのある児童生徒に対する教育を充実させる

こととされている(文部科学省初等l十I等教育局

特別支援教育諜， 2007)。校内委員会がSWPBIS

の行動支援チームの機能を発出することができ

るかもしれなし 1。また、 SWPBISの実施に対す

る外部専門家の支援について、我がI~I において

も特別支援教育に関して学校と外部専門家の述

携が推進されており(文部科学省初等中等教育

局特別支援教育課， 2016)、この外部専門家の

支援のもとにSWPBISを実施することができる

かもしれない。しかしながら、外m日~(jllJ家が必

ずしも PBISに関する白川"Jtl:_を有しているとは

限らない(何本， 2014)。そのため、各学校や学

校をサポートする専門機関に対する、 PBISに

2走づく介入の研修研究 (McCahill，Healy， Lydonラ

& Ramey， 2014ラ 111 1 :I:r ・)，~~J揚・鈴木・松見， 2014) 

を積み重ねることも必要と考えられる。
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2. SWPBISの独立変数や従属変数の指標の

開発

米国では、 SWPBISの実行経合性やその効果

評価の指標がI~号発されおり、実行終合性は SET

やBoQなどの尺!支が、効果評価はODRなどが

主に用いられていた。このように定式化された

指棋を独立変数や従属変数の詐1!lliに月7し1ること

で、研究IHJで知見の比較がしやすく、さらには、

データベースをもとに大H!~奨な効果1iH究が行え

ている。

一方、我が I'KIにおいては実践例がない

SWPBISの実行整合性の指標は当然のこと、学

校規模の行動問題の改善に関する指標も j現与をさ

れていなし可。「児童生徒の問題行動等生徒指導

j二の訪問題に関する調査jは毎年行われており、

調査対象は項目によって小・ 1:11・高等学校・特

別j支援学校とされているが、これが行動IIlJJ起に

対ーする介入研究の効栄言Hilliの指標にrFJし、られた

州:究はなし可。今後はSWPBISの実行整合性や、

効巣詳{I日iの指標の開発や、既存の指標の活用可

能性を検討する必要がある。

3. SWPBISを普及させる環境の整備

米国では、行動rln題に対ーする PBIS実施の制

度i'I~位置づけのみでなく、行動支援チームを

組織して SWPBISを実施していく方法や、独

立変数や従属変数の指標が、 PBISテクニカル

アシスタントセンターのウェブページを介し

て、各学校がアクセスできるようになってい

る。このように各学校がSWPBISを実施しやす

い環境の整備は、 SWPBISのエビデンスが積み

111ねられたことで、その普及のために予算が投

与された結果と言える。また、 SWPBISが実施

しやすいi荒j克が怒備されたことで、全11U(!~に

SWPBISの実施が推進される。それにより大規

模な SWPBISの効果知見が得られ、そのことか

らSWPBISの大規模な研究資事業が行われるな

ど、成果を ~ilS に SWPBIS が循環 (I~ に普及してき

ている。

一方、我がmlにおいては、 SWPBISの効果矢11

見は得られておらず、すぐに全I:RI(I~ に SWPBIS

実施の環境を整備することは現実的ではない。

そのため、上記の SWPB1S実施手続きと独立変

数と従属変数の指標の開発から、 SWPBlSの効

果実11見を示すとともに、その知見を普及させて

SWPBIS実施校を増やすといった、研究成果に

基づく環境整備の循環(平洋・藤原.LIρ1ミ・佐

ITII東・織EE!，2003)を、 ミクロな大きさから少

しずつ広げていくことが求められている。

言主

1) Dunlap， Kincaid， Horner， Knoster， and Bradshaw 

(2014)はPBISをn記長として、学校場而におけ
るPBS、特に階層的支援の適用を示すとしてい

る。本稿では近年の研究の多くでPBISを用語

に使用していることを考l志して、 PBSとPBIS

のし、ずれに対しでも、 IPBlsJのm誌で統一す
ることとした。

2) https://www.pbis.org/(2016~i:ê. 11 月28日閲覧)

3 )オルタナティブ学校とは、障害のある児童生

従や不笠校や暴力なと、、行動i問題のある児童生

徒を対象に、特別なカリキュラムや指j草方法

に基づく教育を提供する学校を指す (Aron，

2006)。
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An Analysis of Research on School-Wide Positive Behavior Interventions and Supports 

Tsutomu KAMIYAMA 

This stucly reviewecl School-Wicle Positive Behavior lnterventions ancl SllppOrts (SWPBlS) 

ef'fectiveness studies and investigative stlldies on SWPBJS sllstainability factors published bet¥九'een

2010 and 2016 in the United States. Among the 20 ef、fectivenessstlldiesラ sOl11ewere conclllcted in 

high schools or alternative schools， some involved l11any participants ancl l110st stllclies llsecl speci五c

l11ethods 10 evaluate the integrity and e汀ectiveness01' SWPBJS implel11entation. School teal11 actions 

ancl administrators supports were analyzed in sOl11e of the sustainability factors invesligative stlldies 

These analyses sllggest that there is a need to concluct S ¥ヘIPBJSelTectiveness studies in various schools， 

develop l11ethocls 10 measure the integrity and effectiveness of SWPBJS implementation， and create an 

environment that promotes SWPBJS il11plel11entation in Japan. 

Key words: schoolwide PBJS， review， e目、ectivenessresearch 

National lnstitllte 01、SpecialNeα!s Edllcation 
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